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第１章 総合計画策定にあたって 

第１節 総合計画策定の趣旨 

本町においては、町政運営の総合的指針として、2010 年度（平成 22 年度）から

2020 年度（令和２年度）を計画期間とする「第５次大洗町総合計画」を策定し、その

将来都市像である「人が輝き 海が育む ふれあいのまち大洗」の実現を目標に、地

域資源や地域の特色を活かしたまちづくりに取り組んできました。 

この間、本町を取り巻く環境は大きく変化しました。特に、2011 年（平成 23 年）に

発生した東日本大震災では、これまでにない甚大な被害を受けました。震災からの

復興にあたっては、2012 年（平成 24 年）３月に「大洗町震災復興計画（復興ビジョン）」

を策定し、住民の皆様のご協力のもと、安全・安心に過ごせるまちづくりの実現に

向けて取り組んできました。その結果、都市計画道路駅前海岸線（きらめき通り）や、

船渡大洗線などの幹線道路が完成し、交通インフラの充実により新たな人の流れが

生まれ、より多くの方が本町を訪れる好循環を創り出すことができました。 

しかし、産業に目を向けると、長引く経済・雇用環境の低迷を背景に、本町の就業

者数は年々減少し、特に第１次産業においては従事者の高齢化により担い手確保な

どの問題も発生しています。また、人口についても減少傾向にあり、特に 2017 年

（平成 29 年）以降は出生数が 100 人を切る状態が続いており、近年は 50 人台で推

移しています。 

こうしたなか、国においては、人口減少に伴う地域の変化に柔軟に対応しながら、

若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現することを目指す「地方創生」の取り組

みがスタートしました。本町でも、2015 年（平成 27 年）10 月に「大洗町まち・ひと・し

ごと創生人口ビジョン・総合戦略」（以下、「総合戦略」という。）を策定し、更なる人

口減少への対策を進めてきました。しかしながら、国立社会保障・人口問題研究所

の推計によると、本町の人口は2040 年までの今後 15 年間で約２割の減少が見込

まれており、人口減少問題を克服する新たな施策に対して取り組む必要があります。 

一方、国際連合において2015 年（平成 27 年）に採択された「ＳＤＧｓ（持続可能な開

発目標）」の実現に向けた取り組みが、わが国においても浸透してきています。本町

においても、ＳＤＧｓの理念である「誰一人取り残すことのない」「持続可能なまちづ

くり」の実現に向けた取り組みを進めることが求められています。 

加えて、本計画の前期計画における４年間は新型コロナウイルス感染症の流行に

より、医療のみならず、経済・社会など多方面において影響が生じました。また、国

際情勢や気候変動、人口減少に伴う人手不足等を背景とした急激な物価高騰が続

いています。 

第６次大洗町総合計画は、町政運営の最上位計画として、こうした情勢や動向を

踏まえながら、地域資源や特徴、培われてきた歴史や文化に更に磨きをかけ、持続

可能で誰もが安心して暮らせるまちづくりの実現に向けた施策の指針として策定

するものです。 
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第２節 総合計画の構成と期間 

（１） 総合計画の構成 

総合計画とは、本町のまちづくり計画として、町政を総合的かつ計画的に運営す

るための基本的な方向を示す最上位計画です。 

一方、国の地方創生政策のもと、本町においても2015 年（平成 27 年）10 月 30 日

付で「総合戦略」を策定したところですが、総合計画と重なる部分も散見されたこと

から、「総合計画」と「総合戦略」を統合し、次の考え方のもとに一体的に策定します。 

 

〇 人口ビジョン 

立案の基礎となる人口ビジョンについて、本町における人口動態の現状から将

来人口を改めて推計し、基本構想、基本計画に反映させ、人口減少問題の克服と地

域経済の持続的発展を目指します。 

 

〇 基本構想 

長期的な展望に立って、まちづくりの基本理念や将来都市像を示すとともに、そ

の実現に向け必要な施策の大綱などを示すものです。 

 

〇 基本計画 

基本構想で定めたまちづくりの理念や将来都市像を実現するための施策の大綱

及び人口ビジョンに基づき、具体的な施策を定めるものです。 

 

〇 総合戦略 

本町の人口ビジョンに掲げた人口目標の達成や地域活性化に向けて特に重点的

に取り組むべき施策については、「総合戦略」として位置づけ、予算の優先配分など

により、速やかに実施します。 

 

〇 計画の推進体制 

第６次大洗町総合計画では、効果的に各施策を推進するため、施策ごとの「目指

す姿」と連動した KGI(Key Goal Indicator=重要目標達成指標)及び、KGI の

達成に向けて重点的に取り組むべき指標である KPI(Key Performance 

Indicators=重要業績評価指標)を設定しています。 
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これに連動して、総合計画の進捗管理にあたっては、KGI 及び KPI の達成状況

及びその要因、設定の有意性について PDCA サイクルによる検証を実施し、これを

もって進捗を管理していくものとします。 

（２） 総合計画の期間 

第５次大洗町総合計画では、2010 年度（平成 22 年度）から2020 年度（令和２年度）

の 11 年間を計画期間とする基本構想を策定し、前期５年間・後期６年間の基本計

画を定め取り組んできました。 

しかし、これまでの５～６年を１期として策定する周期は、町長の任期と連動して

おらず、マニフェストを即時に反映しづらい問題がありました。 

そこで、第６次大洗町総合計画から、町長のマニフェストを反映することを基本に、

中長期的な将来展望を示す基本構想の計画期間は 12 年間とするとともに、基本

計画については、４年を１期として、前期・中期・後期とすることとしました。 

また、人口ビジョンの目標年次については、第２編にて後述のとおり、2040 年度

（令和 22 年度）としますが、社会情勢・人口の状況を踏まえ、基本計画改定時に適宜見

直しの必要性を検討するものとします。 
 

図表１ 総合計画の構成と期間 
 

令和３年度 令和７年度 令和 10 年度 令和 14 年度 令和 22 年度 

2021 年度 2025 年度 2028 年度 2032 年度 2040 年度 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想 （期間：2021 年度～2032 年度） 
12 年間の大洗町の将来像を描くもので、大洗町が実施する施策

の大綱や人口の目標等について、目指すべき方向性を示すもので

す。 

 

基
本
計
画
⺺
後
期
⺻⺺
期間


2029

年度
⺶

2032

年度
⺻ 

基本計画（中期） 
（期間：2025 年度～2028 年度） 

基本構想に掲げる将来像の実現に

向けて、前期・中期・後期に分けた

各４年間の具体的施策を定めるも

のです。 

総合戦略（期間：2025 年度～2028 年度） 

基本計画のなかから、地方創生に

向けた取り組みやまちの現状を踏

まえ、人口の維持や地域の活性化

に向けた取り組みを重点として抜

粋し位置づけるものです。 

基
本
計
画
⺺
前
期
⺻⺺
期間


2021

年度
⺶

2024

年度
⺻ 

人口ビジョン 
（期間：～2040 年度） 

 

大洗町における 

人口動態の現状 

から将来人口を 

推計し、基本構想

及び基本計画・  

総合戦略の立案の

基礎とするもので

す。 

立案の基礎 
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第２章 総合計画策定の背景 

第１節 大洗町の歴史・沿革 

（１） 大洗磯前神社の創建 

大洗町の歴史は古く、平安時代の歴史書「日本文徳天皇実録」においてその名が

記録されています。このなかで、斉衡３年（西暦 856 年）に「常陸国上言。鹿嶋郡大

洗磯前有神新降。」との記述があり、当時、製塩等が行われていた大洗の集落沖に２

神が現れ、大洗磯前神社と、ひたちなか市にある酒列磯前神社に祀られたと考えら

れています。 

 

（２） 保養・観光地としての発展 

江戸時代に入ると、徳川御三家のお膝元・水戸に程近い港町として、現在の大洗

町には多くの家々が建てられ、鰯をはじめとした海産物の供給地として賑わったと

伝わっています。 

明治時代には、江戸時代に漁師たちによって歌われた舟歌である「磯節」が、関根

安中によって全国に広まり、その一節である「磯で名所は大洗さまよ」で知られる保

養・観光地として、ますます発展を遂げました。 

 

（３） 大洗町の発足 

第二次世界大戦後の自治制度整備のなかで、新たに市町村が社会福祉や消防・

警察等の役割を担うこととなり、全国的に町村合併が進むこととなりました。この

社会潮流のなか、1954 年(昭和 29 年)11 月３日、磯浜町と大貫町が合併し、大洗町

が発足しました。翌年の1955 年(昭和 30 年)７月 23 日には、旭村(現在の鉾田市)の

一部(旧夏海村)を編入し、現在の姿となりました。 

 

（４） 陸・海・空の交通結節点としての発展 

1985 年(昭和 60 年)３月 14 日に第三セクター鉄道鹿島臨海鉄道の大洗鹿島線が

開通し、また同年３月 16 日より北海道とのカーフェリーが就航したことにより、陸・

海を結ぶ交通結節点となりました。2010 年(平成 22 年)には近隣に茨城空港が旅客

運用を開始し、県下一の観光入込客数を誇る観光産業と海洋資源を中心とした地

場産業が融合する町として発展しています。 
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（５） 大洗町の主な沿革（平成以降） 
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第２節 大洗町の概要 

（１） 大洗町の位置・地勢・気候 

大洗町は、北緯 36°18′東経 140°34′に位置し、東西 2.5km 南北 9.0km

で、面積は 23.89 ㎢となっています。 

東は太平洋に面し、北は那珂川を境にひたちなか市と、北西は涸沼川を境に水戸

市と、南西は涸沼をはさみ茨城町と、南は鉾田市とそれぞれ接しています。 

美しい海岸線はおおらかな湾形をなし、市街地は概ねこれに沿う低地部に形成さ

れ、後方に標高 25m～35m の丘陵を背負っています。涸沼川に近い低地部には

水稲が栽培され、丘陵部は畑や山林となっています。丘陵は関東ローム層の洪積台

地である鹿島台地の北部に位置しています。 

気候は海洋性の太平洋側気候であり、四季を通して過ごしやすい気候となってい

ます。 

 

（２） 大洗町の地理的条件及び交通 

大洗町から主な都市までの距離は、県都水戸市まで約11km、首都東京までは約

100 ㎞の距離にあります。 

鉄道は、水戸市と鹿嶋市を結ぶ鹿島臨海鉄道大洗鹿島線の大洗駅があり通勤・

通学等日常の足として利用されています。 

道路は、北関東自動車道・東水戸道路水戸大洗インターチェンジから国道 51 号

経由で中心部を結ぶほか、隣接するひたちなか市、水戸市を結ぶ県道が走っていま

す。 

バス路線は、路線バスが運行されているほか、町内の主要箇所を循環するコミュ

ニティーバスを２路線運行しています。 

また、重要港湾茨城港大洗港区を有しており、北海道苫小牧港まで週 12 便で 

カーフェリーが就航しています。 
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図表２ 大洗町の位置 

 

 

 

常磐線 水戸まで 

いわき駅から約１時間 

大洗鹿島線 大洗まで 

水戸駅から約 15 分 

大洗鹿島線 大洗まで 

新鉾田駅から約 20 分 

鹿島神宮駅から約１時間 

成田駅から約２時間(乗換) 

路線バス 茨城空港まで 

水戸駅から約１時間 

常磐線 水戸まで 

柏駅から約１時間 

東京駅から約１時間半 
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第３節 大洗町を取り巻く状況 

（１） 人口減少問題や超高齢社会への対応 
    

Ⅰ．国勢調査人口の推移と高齢化率 
  

国勢調査による人口の推移をみると、1947 年(昭和 22 年)に24,785 人（合併前

町村の計）まで増加しましたが、その後は一貫して減少傾向を示し、1970 年(昭和

45 年)から1975 年(昭和 50 年)までは一時的に維持しつつも、1980 年(昭和 55 年)

調査からは再び減少傾向に入り現在に至っています。 

また、直近の2020 年(令和２年)時点と、1985 年(昭和 60 年)とを比較すると、

5,332 人もの減少となり、35 年間で約 25％の減となっています。 

内訳をみると、年少人口（０～14 歳）については 35 年間で約 65％の減となっ

ている一方、老年人口（65 歳以上）は約２倍に増加しています。 

また、茨城県と比較した場合、直近の2020 年(令和２年)時点で、年少人口率は

2.1 ポイント低く老年人口率は 3.3 ポイント高い状態にあることから、県平均と比

べても少子高齢化が進展していることがわかります。 

 

図表３ 過去 35 年における国勢調査人口の推移 
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Ⅱ．人口動態（自然増減・社会増減）の状況 

東日本大震災以降の人口動態についてみると、一貫して減少傾向にあります。特

に、出生数は2017 年(平成 29 年)以降 100 人を下回っており、2023 年（令和５年）

には 216 人の自然減となっています。 

一方、社会増減についてみると、2021 年（令和３年）は、新型コロナウイルス感染

症流行の影響より転入者数・転出者数の差が大きくなっているものの、2022 年（令

和４年）には、主に海外からの転入増加を要因として（次ページ参照）、震災以降はじ

めての転入超過に転じ、その後、2023 年（令和５年）も転入超過となっています。 

 

図表４ 人口総動態の状況 

 
 
 

資料：常住人口調査（各年１月１日～12 月 31 日） 
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Ⅲ．転入元・転出先地域別の社会増減の状況 

転入元・転出先を地域別にみると、対首都圏では一貫して転出超過となっていま

す。転入数は増加傾向にあるものの転出超過が続いており、2022 年（令和４年）以

降は転出超過が大きくなっています。また、対隣接自治体・対県内（隣接自治体除く）

についても2020 年（令和２年）以降４年連続で転出超過となっている一方、対海外

については2022 年（令和４年）以降大幅な転入超過となっています。 
      

図表５ 転入元・転出先地域別の社会増減の状況 2019 年（令和元年）～2023 年（令和５年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

Ⅳ．世帯数・１世帯当たり人数の推移 

本町の世帯数は、2015 年（平成 27 年）には減少に転じ、2020 年（令和２年）時点

で 6,596 世帯となっています。 

また、１世帯当たり人数については一貫して減少傾向にあり、2020 年（令和２年）

で 2.38 人／世帯と、35 年前の1985 年（昭和 60 年）と比較し、世帯単位で約１人減

少していることがわかります。 
      

図表６ 世帯数・１世帯当たり人数の推移 

 

6,045 6,223 6,701 6,874 6,983 6,995 6,649 6,596
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(世帯) (人／世帯)

資料：国勢調査 

資料：常住人口調査（各年１月１日～12 月 31 日） 単位：人 地域不明その他を除く 

ラベルの凡例 

社会増減 

（転入数-転出数） 

対海外対隣接自治体

対県内（隣接自治体除く） 対国内（首都圏以外）

対首都圏（埼玉・千葉・東京・神奈川）
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Ⅴ．子育て世帯の就労状況 

子育て世帯における共働き家庭の割合について、最年少の子の年齢別にみると、

最年少の子が１～５歳では共働き世帯が７割前後、６歳以上では８割前後となって

います。また、2015 年（平成 27 年）と比較すると、１歳・２歳において共働き世帯の割

合が上昇しています。 

全国と比較しても高い値となっており、本町においては共働き世帯の保育や子

育て支援ニーズが高いことが考えられます。 

図表７ 共働き世帯割合（最年少の子の年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     

Ⅵ．高齢者のいる世帯の状況 

高齢者（65 歳以上）のいる世帯の状況についてみると、高齢独居世帯・高齢者夫

婦のみの世帯（夫が 65 歳以上、妻が 60 歳以上の世帯）の数及び割合について、

増加傾向にあります。 

今後も高齢化が進行するなか、高齢独居世帯・高齢者夫婦のみの世帯は増加すると

考えられ、地域全体で支援が必要な世帯を支える仕組みづくりが求められています。 

 

図表８ 高齢者のいる世帯の状況 
    

 

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 



 

12 
 

第１次産業

第２次産業

1,245 1,034 912 744 656 592 527 440

3,146 3,266 3,373 3,227 2,857 2,565 2,203 1,954

6,275 6,529 6,689
6,493

6,424
6,114

5,610
5,161

10,673 10,842 10,991
10,480

9,969
9,375

8,435
7,669

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

第１次産業

第２次産業

第３次産業

(人) ※合計値には分類不能を含む

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大洗町

(2015年)

大洗町

(2020年)

茨城県

(2020年)

 

（２） 産業を取り巻く状況の変化 

Ⅰ．産業分類別人口 

常住地による 15 歳以上の産業別人口の推移をみると、本町の就業者数は

1995 年(平成７年)以降減少が続き、2020 年(令和２年)には、7,669 人と 25 年

間で約 3,000 人の減少となっています。 

また、産業別にみると、直近の2020 年(令和２年)と1985 年(昭和 60 年)を比較す

ると、第１次産業の就業者数について６割以上の減少となっています。 

図表９ 大洗町の産業別就業人口(15 歳以上) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業構成についてみると、「漁業」「建設業」「卸売業、小売業」「宿泊業、飲食サービス業」

で県の比率を上回っている一方、これらの項目はいずれも2015 年（平成 27 年）と比較し

て町内における比率が低下しています。 

図表 10 就業人口からみた大洗町の産業構成について 

 

      

資料：国勢調査 

資料：国勢調査 

第３次産業

第２次産業

第１次産業
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Ⅱ．年齢階級別就業者数（産業分類別） 

年齢階級別就業者数をみると、特に「漁業」で 60 歳以上の割合が約６割、「農林

業」で５割と高くなっています。 

15～29歳の割合については、「公務」「製造業」で高く、「漁業」「建設業」で低くな

っています。 

図表 11 年齢階級別就業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．農業・水産業の状況 

農業産出額については、2018 年（平成 30 年）以降、ゆるやかな増加傾向にあり

ます。大洗町地方卸売市場水揚高は、年によって変動が大きく、過去６年間をみる

と５億円から 10 億円の範囲で推移しています。 

図表 12 農業産出額、大洗町地方卸売市場水揚高の推移 

 

資料：国勢調査（Ｒ２・2020 年） 

項目ごとに小数第２位を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならないことがあります。 

資料：農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」／町資料 



 

14 
 

 

（３） 観光の動向 

本町の年間観光入込客数は、2020 年（令和２年）・2021 年（令和３年）に新型コロ

ナウイルス感染症の影響で大きく減少しましたが、2023 年（令和５年）においては

年間 428 万人と、コロナ禍前の水準に近づいています。 

月別にみると、2019 年（令和元年）・2023 年（令和５年）ともに１月が最も多く、

神磯鳥居から昇る日の出や、冬の味覚である「あんこう鍋」など、ストーリーやテー

マを持って訪れる層が増えているためと考えられます。一方で、２月・６月・12 月は、

2019 年（令和元年）・2023 年（令和５年）ともに 20 万人台と少なく、閑散期に観光

客を引き込むことが課題だと考えられます。 

 

図表 13 年間入込客数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 14 月別入込客数 2019 年（令和元年）・2023 年（令和５年） 

  

資料：茨城県営業戦略部観光物産課「観光客動態調査報告」 
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（４） 自然環境への配慮 

本町の豊かな自然環境が町の発展に大きく寄与している重要な資源であること

を認識している一方で、経済活動を支えるためのインフラ整備や多くの観光客を受

け入れるための施設運営、さらには私たちの快適で豊かな生活の追求により、大量

の廃棄物などを発生させ、自然環境に負荷をかけています。 

こうした背景を踏まえ、町全体で環境問題の認識を深め、できる限り廃棄物の排

出抑制と再利用を推進するとともに、脱炭素社会の実現を見据えた再生可能エネ

ルギーの普及促進など、本町の豊かな自然環境を後世に継承する循環型社会の形

成に取り組む必要があります。 

 

（５） 情報通信技術の活用 

国において、まち・ひと・しごと創生総合戦略を抜本的に改訂した「デジタル田園

都市国家構想総合戦略」が2023 年（令和５年）に策定され、デジタルの力を活用し

て地方の社会課題解決に向けた取り組みを進めることが示されました。 

本町においても、情報通信技術を活用し、便利で快適に生活できる地域づくりや、

より一層魅力ある地域づくりを進めるとともに、地域の訪日外国人を含めたすべて

の観光客への切れ目ない情報提供などに取り組む必要があります。 

 

（６） SDGs の推進 

持続可能な開発目標（SDGs）とは、2015 年（平成 27 年）の国連サミットで採択さ

れた2030 年（令和 12 年）までの国際目標です。 

「誰一人取り残さない」社会の実現を目指し、17 のゴールと 169 のターゲットで

構成され、経済、社会及び環境をめぐる広範囲な課題に対して総合的に取り組むこ

ととしています。 

国においても毎年アクションプランが策定されるなど、積極的な推進が図られて

いることから、本町でも、持続可能な開発目標（SDGs）との関連性を図りながら、

政策や施策に取り組んで

いく必要があります。 
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（７） 行財政の動向 

Ⅰ．行財政に関わる各指標の状況 

本町の財政に関する主な諸指標についてみると、財政力指数は全国平均より良

好な値で推移していますが、経常収支比率及び実質公債費比率、将来負担比率につ

いては、全国平均よりも悪い水準で推移しています。 

このうち、将来負担比率は早期健全化基準である 350％を下回っているものの、

全国平均を大きく上回って（悪くなって）おり、経常収支比率も高い(悪い)水準で推

移していることから、本町の財政は自由度が低く、圧迫されている状況と言えます。 

図表 15 財政に関する諸指標の推移 

 

  

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

財政力指数 

地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で

除して得た数値の過去３年間の平均値。 

財政規模に対する収入であり、高いほど財源に余裕があるといえる。 

経常収支比率 
普通交付税等のように使途が特定されていない経常一般財源のうち、人件

費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当されたも

のが占める割合。低いほど財政の自由度が高いといえる。 

実質公債費比率 

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対す

る比率の過去３年間の平均値。 

借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさである。 

当比率が大きいほど、借入金の返済額等が占める割合が高いことになり、苦

しい財政状況であるといえる。 

将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率の

こと。 

地方公共団体の一般会計等の借入金や将来支払っていく可能性のある負担

等の現時点での残高を指標化したもので、当比率が大きいほど、将来財政を

圧迫する可能性が高くなるといえる。 

資料：地方財政状況調査関係資料 
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第４節 アンケート結果の概要 

（１） アンケート調査の実施概要 

調査方法  大洗町公式 LINE アカウントによる一斉配信 

調査対象者 
 大洗町公式 LINE へ町民として登録している住民 2,983 人 

 （令和６年８月７日時点の登録者数） 

調査期間  令和６年８月７日～令和６年８月３１日 

回収結果  435 件  回収率：１４．５８％ 

※以下に掲載している調査結果は項目ごとに小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が

100.0％にならないことがあります。 

 

（２） 回答者の属性 

回答者の性別は、男性が 4４．８％、女性が 5４．９％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

回答者の年代は、「30 代～50 代」で６割以上となっています。 
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（３） 総合計画に対する考え方について 

総合計画中期基本計画において、将来への夢や希望を描きながらも、今後は人

口が減り続けるという前提で、身の丈に合った計画にすべきだと思うかについてみ

ると、「大いにそう思う」「どちらかといえばそう思う」があわせて約８割となってい

ます。 

町の現状や将来予測を踏まえた、身の丈に合った計画策定が求められています。 

 

 

 

 

 

 
 

 

（４） 幸福度について 

回答者の幸福度についての回答を見ると、「とても幸せ」「どちらかといえば幸せ」

の割合が 8 割を超えていますが、約 13.6％の方が「どちらかといえば幸せでない」

「幸せでない」と回答しています。 

本町では「不幸ゼロ」を将来像に掲げており、「どちらかといえば幸せではない」

「幸せではない」と回答した方々にスポットを当てて分析し、幸せへと導くための施

策が求められています。 
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（５） 幸福度が低い方の回答について 

幸福度が低いと回答した方々の回答について、別途行った分析結果では、その後

の回答において、「医療・福祉の充実」や「住環境の整備」を不満に思う割合が全体よ

り高く、定住意向が低いことが分かりました。 
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（６） まちの取り組みに対する評価と期待 

本町がこれまでに取り組んできたそれぞれの施策について、満足度（満足と不満

の比率）と、関心度（「予算配分すべき」と答えた町民の割合）を掛け合わせた分析を

行いました。 

分析結果をみると、「インフラ（道路・水道管等）整備」「子育て環境の充実」「医療・

福祉の充実」は満足度が低いが、関心度は高く、対策が急務である取り組みだと考

えられます。 

また、「観光の振興」「防災減災対策」は、満足度・関心度がともに比較的高く、成

果を生んでいる取り組みだと考えられます。 

 

 

防災減災対策

インフラ（道路・

水道管等）整備

医療・福祉

の充実

環境保全

住環境の整備

移住・企業誘致

観光の振興

農水産業

の振興
商工業の振興

公共交通の充実

子育て環境の充実

学校教育の推進

生涯学習の推進

デジタル化の推進

老朽化した

公共施設の改修
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満足度が高く、

成果を生んでいると

考えられる取り組み

満足度が低く、

関心度が高い、

対策が急務の取り組み

満足度は低いが関心度も低い、

次いで対策することが

求められる取り組み
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（７） 持続可能な行財政運営に向けた取り組みについて 

町の財政状況を改善し持続可能性を追求するために、重点的に取り組むべきだ

と思うことについては、「ふるさと納税以外の収入確保」「民間企業との連携」「ふる

さと納税の強化」「人材育成」「使用料（水道料金等）の見直し」の順に多くなっており、

主に、収入を増やす取り組みが求められているほか、子どもたちや若者を中心とし

た、グローバルな環境で活躍できる人材育成が期待されています。 

 

 

 

「使用料（水道料金等）の見直し」については、特に 10 代～30 代の割合が高いこ

とから、上位の事業に重点的に取り組み、なお必要であれば使用料（水道料金等）の

見直しもやむを得ず、若い世代にツケを残さないようにしてほしいという想いも見

て取れます。 

 

詳細な町民アンケート結果については、表紙の二次元コードより町ホームページ

にてご確認下さい。 
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n=435
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第５節 大洗町における課題のまとめ 

（１） 住民の命と生活を守るまちづくり 

統計からみた現状 アンケート調査からみた現状 

○ 少子高齢化社会が進行して

おり、高齢化率が３割を上回

っています。（P８） 

○ 高齢独居世帯や、高齢者夫婦

のみの世帯が増加傾向にあ

ります。（P11） 

○ 満足度が低く、関心度が高い「医療・福祉の充実」

「インフラ（道路・水道管等）整備」への取り組みが

求められています。（P20） 

○ 令和６年３月に発生した水道管の漏水事故が住

民不安に繋がっており、早急な対応が求められて

います。（P20） 

今後の課題 

○ 急激に少子高齢化が進むなかで、今後は更に健康・医療・福祉分野の取り組みに対す

るニーズが増加していくことが考えられます。また、これらの取り組みに対しては、将

来像に掲げる「不幸ゼロ」の実現に向けて、適切に住民のニーズを捉えて施策を展開

していく必要があります。 

○ 老朽化した水道管の更新については、住民の生活に直結するものであることから、ス

ピード感を持った取り組みが求められています。 
       

（２） 一人ひとりを大切にするみんなが住みよいまちづくり 

統計からみた現状 アンケート調査からみた現状 

○ 転入者が増加し、直近では

社会増に転じていますが、

自然減が大きく、総人口は

減少し続けています。（P9） 

 特に首都圏への転出超過

が顕著となっています。 

 （P10） 

○ 定住意向については、全体の 92.7％の方が定住意

向を示すものの、10 代においては、66.7％と割合

が最も低くなっています。（P19） 

○ 「公共交通の充実」は満足度が低く、自由回答では免

許返納後の移動手段として、持続可能な公共交通の

整備が強く求められています。 

今後の課題 

○ 人口減少・首都圏への転出超過がみられることから、転出の抑制に向け必要な環境

整備が求められています。 

○ 社会動態（転入・転出）は社会増に転じており、今後も社会増を継続していくために、

引き続き移住・定住促進に取り組むことが求められています。 

○ 快適な住環境の整備とあわせ、公共交通へのニーズがますます大きくなっています。 
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（３） 観光を中心とした共創による儲かる地場産業のまちづくり 

統計からみた現状 アンケート調査からみた現状 

○ 農業産出額・水産業の水揚げ高は増加傾

向にあるものの、60 歳以上の就労者が

５割を超えており、高齢化が進んでいま

す。(P13) 

○ 観光入込客数はコロナ禍から回復傾

向にあるものの、季節ごとのばらつき

があります。（P14） 

○ 観光については、満足度が高く、前期基本

計画が一定の成果を生んでいると考えら

れます。一方で、渋滞や混雑緩和への対策

が求められています。（P20） 

○ 自由意見では、海を活かした観光地づくり

について多くのご意見をいただいた一

方、観光振興を地域の商業振興に活かす

ことなどの課題が挙げられています。 

今後の課題 

○ 観光については、まちの強みとなっていることから、今後も地域資源を活かした一層の

振興に取り組むとともに、住民生活との両立を図るために必要な渋滞対策等が求められ

ています。 

○ 農業・水産業においては、高齢化による担い手不足への対策や、付加価値の向上が求め

られています。 
 

（４） 大洗の未来を担う人財を育てるまちづくり 

統計からみた現状 アンケート調査からみた現状 

○ 本町の総人口及び年少人口は減少傾向

にあり、特に年少人口はこの 35 年間で

約 65％の減となっています。（P８） 

○ 全国と比較して子育て世帯のなかで共

働き世帯が多くなっています。（P11） 

○ 「子育て環境の充実」は、特に若い世代に

おいて満足度が低く、関心度が高いことか

ら、一層の充実が求められます。 

○ 物価高騰に対して、子育て世帯への支援を

求める声が多数寄せられています。 

今後の課題 

○ 年少人口が激減するなかで、次代で活躍できる人材の育成が求められています。 

○ 風土や歴史、地域資源を活かした生涯学習の取り組みが求められています。 
 

（５） 持続可能な行財政運営によるまちづくり 

統計からみた現状 アンケート調査からみた現状 

○ 財政力指数は良好な一方、経常収支比

率、実際公債費比率、将来負担比率が全

国平均より悪い状況にあります。（P16） 

○ ふるさと納税をはじめとした様々な収入

確保策や民間企業との連携が求められて

います。（P21） 

今後の課題 

○ 今後人口減少が続くとともに、社会インフラの老朽化が進むなかで、町の財政状況を改

善し持続可能性を追求するためにも、安定的な収入の確保やデジタルを活用した効率的

な財政運営が求められています。 
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住民票のコンビニ交付など、役所

に来なくても手続きが済むよう、

少しずつ取り組みを進めていま

す。私が目標としている、オンラ

インですべての手続きが完了でき

る「行かない窓口」を実現できる

よう、デジタル技術の活用を図っ

てまいります。 
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